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日本トイザらスとの事業譲渡契約締結に関するお知らせ 

 

 当社は、2026年 9月 29日開催の取締役会において、当社及び当社の完全子会社である株式会社オペレーションシェ

アードサービス（以下「OSS」という。）が、本日付けで東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行った日本トイ

ザらス株式会社（以下「日本トイザらス」という。）との間でスポンサー契約としての事業譲渡契約（以下「本スポン

サー契約」という。）を締結することを決議し、本日付けで本スポンサー契約が締結されましたので、下記のとおりお

知らせいたします。 

 なお、本件は、東京証券取引所の規則に定める適時開示基準に該当しませんが、有用な情報と判断したため任意開示

するものであり、開示事項・内容を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．本スポンサー契約締結の理由 

  当社は、2025年 8月に策定した長期経営計画「Double Impact 2035」に基づき、同計画において掲げた成長戦略

を着実に実行していく方針であり、2035 年 6 月期に売上高 4 兆 2,000 億円、営業利益 3,300 億円という定量目標を

掲げております。また、当社グループは、国内リテール事業を成長の中核と位置付け、既存事業の強化に加えて、新

たな顧客層・事業領域の獲得や、グループシナジーの創出を通じた持続的な成長を志向しております。そして、顧客

最優先主義のもと、その時代ごとの消費者ニーズに応じて品揃えや売場を柔軟に変化させながら、幅広い顧客層に支

持される店舗づくりを進めております。 

  日本トイザらスは、おもちゃとベビー用品の総合専門店として、乳幼児から子ども、ファミリー層に至るまで幅広

い顧客層に商品を販売しています。また、日本トイザらスは、当該分野における専門性を蓄積し、日本全国に広範な

店舗網を有しております。そのため、日本トイザらスが有する国内リテール事業の顧客基盤及び事業基盤が当社グル

ープに加わることで、新たな顧客層・事業領域の獲得及び LTV（Life Time Value）の拡大につながり、当社グループ

の持続的な成長に資するものと判断し、本スポンサー契約の締結を決定いたしました。 

 

２．本スポンサー契約の概要 

  OSSは、日本トイザらスから、本スポンサー契約に基づき、日本トイザらスが店舗及びオンライン上において営む

玩具・子供用品等の販売事業等を事業譲渡により譲り受けること（以下「本事業譲渡」という。）を予定しておりま

す。 

なお、当社は、日本トイザらスの従業員については可能な限り全従業員の承継を目指しており、そのために日本ト

イザらス全店舗の承継に関する承諾を取得すべく、各賃貸人に協力を依頼する予定でおります。 

本事業譲渡の実行は、民事再生法第 42条第 1項第 1号に基づく裁判所の許可が得られたこと等を前提条件として

おります。 

 

会  社  名 

 

株式会社パン・パシフィック・ 

インターナショナルホールディングス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 C E O  森 屋 秀 樹 

コ ー ド 番 号 7 5 3 2 東京証券取引所プライム市場 

本 社 所 在 地 東 京 都 渋 谷 区 道 玄 坂 2 - 2 5 - 1 2 

道玄坂通 8階 

情 報 開 示 責 任 者 代 表 取 締 役 常 務 C A O  石 井 祐 司 

電 話 番 号 0 3 - 6 4 1 6 - 0 4 1 8（ 直 通 ） 
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３．OSSの概要 

（１）名称 株式会社オペレーションシェアードサービス 

（２）所在地 東京都目黒区青葉台二丁目 19番 10号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 山下拓大 

（４）事業内容 グループ会社の総務・人事業務等の受託 

（５）資本金の額 10百万円 

（６）設立年月日 2019年 5月 15日 

（７）大株主及び持株比率 株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディ

ングス（100％） 

 

４．日本トイザらスの概要 

（１）名称 日本トイザらス株式会社 

（２）所在地 神奈川県川崎市幸区大宮町 1310番地 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 ピーター・ローデウェイク・シャッツ 

（４）事業内容 玩具・ベビー用品等の販売(小売)  

（５）資本金の額 10百万円 

（６）設立年月日 1989年 11月 21日 

 

５．日程 

（１）取締役会決議日 2026年 9月 29日 

（２）本スポンサー契約締結日 2026年 10月 1日 

（３）本事業譲渡の実行日 2026年 10月 30日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  本事業譲渡が当社グループの業績に与える影響については、現在精査中であります。今後の業績に与える影響につ

いて開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上                     


